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計画の概要

県におけるこれまでの主なＩＴ戦略・計画等の取組

１ 高度情報通信県みやぎ推進計画 （平成10年3月策定）
宮城県が高度情報通信県として，日本，世界を先導する地域になることを目指すもので，
県が推進する１４の基本構想からなる

２ みやぎマルチメディア・コンプレックス構想（ＭＭＣ構想）（平成13年8月策定）
ＩＴプラットフォームの形成を目指し，情報通信基盤の整備，人材育成の強化など仙台
市域を中心にＩＴ産業集積のための７つのプロジェクトを推進するもの

３ みやぎＩＴ戦略 （平成13年12月策定）
県や市町村，県内産業経済界，県民生活に関わる団体が中心になって展開すべきプロジ
ェクトを明確にし それぞれの立場でその着実な実現に取り組むための指針として策定ェクトを明確にし，それぞれの立場でその着実な実現に取り組むための指針として策定
※策定主体は，宮城県ＩＴ戦略会議（宮城県高度情報化推進協議会）

４ 宮城県ＩＴ戦略推進計画 （平成13年12月策定）
県民のだれもが，ＩＴを活用し創造・発信できる地域社会，ＩＴ化による活力豊かな地
域経済を目指し，県が実施主体となって取り組む重点事項を明らかにした計画

５ 電子県庁推進アクションプログラム （平成14年10月策定）
宮城県ＩＴ戦略推進計画に掲げる「電子自治体化の推進」の具現化に向け，県における
電子自治体構築の基本方針を明示するとともに，緊急に取り組むべき当面の重点施策の内
容，実施手順等を定め，その着実な実現を図る行動計画として策定

６ 宮城県ＩＴ戦略推進計画Ⅱ （平成16年3月策定）６ 宮城県ＩＴ戦略推進計画Ⅱ （平成16年3月策定）
宮城県ＩＴ戦略推進計画の策定から３年が経過し，社会経済情勢の変化への対応，国の
ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ，県の電子県庁推進アクションプログラムとの整合や緊急経済産業
再生戦略との連動などの取組が必要になったことから，推進期間を２か年延長し策定

７ 宮城県ＩＴ推進計画 （平成18年11月策定）
ＩＴを取り巻く様々な動きや急速に進展する高度情報通信ネットワーク社会に対応する
とともに，｢宮城の将来ビジョン｣の着実な実行を支える，本県の情報化に関する行動計画
として策定
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計画策定に当たっての基本的考え方

県では，これまでにＩＴ戦略・計画を策定し，ＩＴに関する様々な取組を実施してき
ているが，「宮城県ＩＴ推進計画」の目標である「県民のだれもが，いつでも，どこで
も必要な情報を入手・活用し，創造・発信ができる安全・安心な地域社会の創造」及び
「ＩＴ化による県内産業構造の変革，ＩＴ関連産業の集積等による活力豊かな地域経済
の実現」は未達成

一方，国のＩＴ新改革戦略では，平成22年度（2010年度）までの「電子申請オンラ
イン利用率50% や「ブロ ドバンド ゼロ地域の解消 平成23年（2011年）7イン利用率50%」や「ブロードバンド・ゼロ地域の解消」，平成23年（2011年）7
月の「地上デジタルテレビ放送完全移行」などを目標として掲げており，本県において
もこれらの目標実現に対応したＩＴ施策を展開していくことが必要

これまでの「宮城県ＩＴ推進計画」で掲げる目標 重点分野を継続しこれまでの「宮城県ＩＴ推進計画」で掲げる目標・重点分野を継続し，
県民だれもが暮らしのなかで真にＩＴの恩恵を実感できるよう，引き続
き本県のＩＴ施策を着実に推進していきます。

計画の目標及び構成

１ 目 標

県民のだれもが，いつでも，どこでも必要な情報を入手・活用し，
創造・発信ができる安全・安心な地域社会の創造

ＩＴ化による県内産業構造の変革，ＩＴ関連産業の集積等による活力

２ 重点６分野

（１）安全・安心な生活環境の実現
（２）県民生活の利便性の向上
（３）地域経済の活性化と富の創出

豊かな地域経済の実現

2

（４）電子自治体化の推進
（５）人材育成の強化
（６）県内全域高度情報通信サービスの実現
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計画の推進期間

平成２１年度（２００９年度）から平成２２年度（２０１０年度）までの

２か年計画

計画の位置付け

１ これまでの県の情報化に関する戦略・計画における成果と課題を基に，

県のＩＴ施策を体系的に取りまとめた行動計画（アクションプラン）とし

ます。
２ 県政運営の基本的な指針として平成１９年３月に策定した「宮城の将来

ビジョン」の着実な実行を支える計画とします。

１ 県は，急速に進展する高度情報通信ネットワーク社会に対応するため，

県自らがＩＴを利活用することで 県全体の情報化を推進し 行政サービ

県の役割

県自らがＩＴを利活用することで，県全体の情報化を推進し，行政サ ビ

スの更なる向上を目指すとともに，業務改革・事務の効率化に向けた一層

の取組を進めていきます。

２ 地域の課題に対しては，地域の実情を考慮し，市町村やＮＰＯ（民間非

営利組織）・各種団体等との対等な協力関係に基づく連携・協働により，

広域的視点からの情報化への支援及び調整役としての役割を担っていきま

す。

１ 知事を本部長とする宮城県高度情報化戦略推進本部（ＩＴ戦略推進本

部）を推進組織として，県庁内の各部局等との連携を密にしながら県のＩ

推進体制

3

部）を推進組織として，県庁内の各部局等との連携を密にしながら県のＩ

Ｔ施策の着実な推進を図っていきます。

２ 市町村，ＮＰＯ（民間非営利組織），民間団体，企業，研究・教育機関

等との連携・協働により取組を進めていきます。
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計画の概要図

目 標

県民のだれもが，いつでも，どこでも必要な情報を入手・活用し，
創造・発信ができる安全・安心な地域社会の創造

ＩＴ化による県内産業構造の変革，ＩＴ関連産業の集積等による
活力豊かな地域経済の実現

重点６分 野

安全・安心な
生活環境の実現

県民生活の
利便性の向上

地域経済の活性化
と富の創出

電子自治体化
の推進

人材育成の強化

重 点６ 分 野

県内全域高度情報通信サービスの実現

安全・安心な生活環境の実現 【計１７事業】
１ 防災対策の推進
２ 環境・生活に関する安全・安心対策の推進
３ 防犯・交通安全対策の推進

県民生活の利便性の向上 【計１８事業】県民生活の利便性の向上 【計１８事業】
１ 保健・医療・福祉に関する情報化の促進
２ 県民活動・文化・スポーツ分野における情報化の促進

地域経済の活性化と富の創出 【計１２事業】
１ ＩＴを活用した産業の振興
２ 県内企業等の情報化の推進支援
３ ＩＴ関連企業の起業支援
４ ＩＴ関連企業の市場獲得支援
５ ＩＴ関連企業の企業立地支援

電子自治体化の推進 【計３４事業】
１ 行政情報の積極的な提供，情報交流の推進行政情報の積極的な提供，情報交流の推進
２ 行政手続のオンライン化の推進
３ 電子県庁構築のための環境整備
４ 業務改革・事務の効率化の推進
５ 情報システムの全体最適化の推進
６ 電子市町村化の促進
７ 行政機関相互の情報通信ネットワークの整備

人材育成の強化 【計１９事業】
１ 情報教育環境の整備
２ 県民の情報リテラシーの向上
３ ＩＴ人材の育成・確保支援

県内全域高度情報通信サ ビスの実現 【計 事業】

4

県内全域高度情報通信サービスの実現 【計５事業】
１ 地理的情報格差の解消に向けた情報通信基盤の整備促進
２ 地上デジタルテレビ放送への円滑な移行の促進

ITプロジェクト 全９６プロジェクト※
※事業数は全体が実数，分野ごとは重複事業を含む
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安全・安心な生活環境の実現

１ 防災対策の推進

計１７事業－ＩＴによる安全・安心な地域社会の実現－

１ 防災対策の推進

(1) 宮城県沖地震などの大規模災害に備えるため，ＩＴを活用した総合的な災害・防災対策を推
進し，県全体の防災力の強化を図ります。

(2) 災害による被害の未然防止や災害発生時の県民の不安軽減を図るため，防災・災害関連情報
の積極的な提供を行い，平常時及び非常時における県民生活の安全確保の充実を図ります。

(1) 宮城県総合防災情報システム（MIDORI）の運用

取 組

(1) 宮城県総合防災情報システム（MIDORI）の運用

(2) 震度情報ネットワークシステムの整備・運用
(3) 津波情報ネットワークの構築
(4) 緊急地震速報システムの整備検討
(5) 宮城県防災・危機管理ブログによる情報発信
(6) 防潮水門緊急整備事業
(7) 宮城県土木部総合情報システムの運用・拡充

（宮城県河川流域情報システム，宮城県砂防総合情報システム，道路管理GISシステム）
(8) 宮城県災害時外国人サポート・ウェブ・システム（EMIS）の運用

(9) 災害ボランティア情報ネットワークの推進 計９事業

２ 環境・生活に関する安全・安心対策の推進

(1) インターネット等を活用した環境情報の発信や，ＧＰＳの活用による産業廃棄物の適正処理
化などに取り組み，本県の自然豊かな生活環境の保全や循環型社会の形成を目指します。

(2) 食や暮らしなど県民生活に関する情報について，県ホームページを活用した正確で分かりや
すい情報提供を行い，県民への更なる安全・安心の確保を図ります。

(1) 環境情報共有システムの運用［みやぎの環境情報館］
(2) 産業廃棄物追跡管理システムの普及促進
(3) 資源循環コーディネーター派遣事業（情報提供）
(4) 食の安全・安心情報提供
(5) 消費生活相談，啓発・情報提供 計５事業

取 組

３ 防犯・交通安全対策の推進

(1) ホームページを活用し，犯罪・防犯情報の積極的な提供を行うことにより，地域における防
犯意識を高め，犯罪発生の未然防止を図ります。

(2) 交通事故の未然防止や道路交通環境の整備を図るため，高度道路交通システム（ＩＴＳ）に
よる道路管理の高度化を推進し，安全・安心な道路交通環境の整備に向けた取組を行います。

取 組

5

(1) 地域住民への防犯情報の提供
(2) サイバー犯罪対策の推進
(3) 高度道路交通システム（ITS)の推進 計３事業

取 組
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県民生活の利便性の向上

１ 保健・医療・福祉に関する情報化の促進

計１８事業－ＩＴによる利便性と効果が実感できる県民生活の実現－

１ 保健・医療・福祉に関する情報化の促進

(1) 県民の健やかで快適な暮らしをサポートするため，保健・医療・福祉に関する情報化を促進
するとともに，ＩＴを活用した県民への提供情報の充実を図ります。

(2) 良質な医療サービスの提供及び病院経営の効率化と医療の高度化を図るため，県立病院の情
報化を推進し，地域医療の拠点としての病院機能の充実を図ります。

(1) 保健医療福祉の情報提供［ほっとページ＠みやぎ］

取 組

(1) 保健医療福祉の情報提供［ほっとページ＠みやぎ］
(2) みやぎっこ子育て家庭応援事業の推進［みやぎっこ応援サイト］
(3) メタボリックシンドローム対策の推進［メタボリックシンドローム予防なび］
(4) リハビリテーション情報の提供［MIYAGI リハ・なび］

(5) 周産期医療情報システムの運用
(6) 救急医療情報システムの運用
(7) 宮城県医療機能情報提供システムの運用
(8) 薬局機能情報公表事業（宮城県薬局検索システム）［ミヤギ薬局けんさく］
(9) 県立病院情報システムの整備・運用
(10)ＩＴ関連企業支援（保健医療福祉分野） 計１０事業( ) 関連企業支援（保健医療福祉分野） 計 事業

２ 県民活動・文化・スポーツ分野における情報化の促進

県民の多様なライフスタイルに対応するため，県民活動・文化・スポーツ分野における情報
化を促進し，提供情報の充実や利便性の向上による県民の自主的な活動を支援します。

(1) 生涯学習関係情報の提供
(2) 図書情報のネットワーク化の推進
(3) 図書館貴重資料保存修復事業
(4) 美術館の情報発信の充実
(5) 東北歴史博物館館蔵資料管理及び情報公開事業
(6) みやぎ広域スポーツセンター・スポーツ情報提供の充実［みやぎスポーツネットワーク］
(7) ＮＰＯに関する情報提供［みやぎNPO情報ネット］

(8) 公共施設等における貸出 利用予約システムの導入検討 計８事業

取 組

(8) 公共施設等における貸出・利用予約システムの導入検討 計８事業

6
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地域経済の活性化と富の創出

１ ＩＴを活用した産業の振興

計１２事業－産業の情報化の推進，情報関連産業の集積促進－

１ ＩＴを活用した産業の振興

インターネットを活用した観光・食産業・グリーンツーリズムの積極的な情報発信を行い，
需要の拡大や誘客活動を推進し，県内各地域の産業振興を図ります。

(1) インターネット等による戦略的観光情報の発信
(2) 食の総合サイト「食材王国みやぎ」の充実
(3) 食材データベースによる食材セールス基盤の整備［みやぎの食材データベース］

取 組

( ) 食材デ タ スによる食材セ ルス基盤の整備［みやぎの食材デ タ ス］
(4) 農山漁村を舞台にした多様なツーリズムの情報受発信［みやぎまるごとツーリズム］ 計４事業

２ 県内企業等の情報化の推進支援

県内産業の競争力強化を図るため，企業経営の向上を目指す中小企業・団体等に対する専門
家の派遣や補助金等の交付により，経営革新・情報化への取組を支援します。

(1) 中小企業のＩＴ化支援

(2) 商店街情報化支援事業 計２事業

３ ＩＴ関連企業の起業支援

取 組

市場性が高いと見込まれる分野に取り組む県内ＩＴ関連企業のビジネスプランの実現や開発
した商品の販売促進活動等を支援し，宮城県の情報産業の戦略的ブランド化の推進を図ります。

みやぎｅｰブランド確立支援事業の推進 計１事業

４ ＩＴ関連企業の市場獲得支援

取 組

４ ＩＴ関連企業の市場獲得支援

首都圏市場からの業務獲得や新たな市場形成を図るため，先進企業等への技術者派遣支援を
行うことにより，県内ＩＴ業界全体の競争力を高めます。

派遣ＯＪＴ支援事業の推進 計１事業

取 組

7
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地域経済の活性化と富の創出

５ ＩＴ関連企業の企業立地支援５ ＩＴ関連企業の企業立地支援

(1) 企業に対する初期投資軽減のための奨励金の交付等により，ＩＴ関連企業を戦略的に県内へ
誘致し，県内ＩＴ関連企業の市場獲得と県民雇用の創出による地域経済の活性化を図ります。

(2) 立地企業に対し，安定的な人材の供給を図るなどの人材確保の支援等を通じて，県内に定着
するためのフォローアップを行います。

(3) 産学官連携による高度なＩＴ関連の技術開発及びその利活用が行われる地域づくりを推進し
ます。

(1) 情報通信関連企業立地促進奨励事業の推進
(2) 組込みソフトウェア開発研修事業の推進
(3) コールセンターサポート事業の推進
(4) 産学官連携の推進 計４事業

取 組
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電子自治体化の推進

１ 行政情報の積極的な提供 情報交流の推進

計３４事業－ＩＴを活用した効率的・効果的な行政サービスの提供－

１ 行政情報の積極的な提供，情報交流の推進

(1) 県民だれもが見たい情報や欲しい情報を簡単に入手できるよう，提供情報の充実や迅速な情
報更新を図るとともに，アクセシビリティに配慮した県ホームページの作成に努めます。

(2) 県政への県民参画の促進の手段として，県ホームページ等を積極的に活用し，県政情報の公
開や県民ニーズの把握に努めながら，県民からの意見等を県政に反映させます。

(1) 県ホームページの充実（県ホームページ 県議会ホームページ 県警察ホームページ）

取 組

(1) 県ホ ムペ ジの充実（県ホ ムペ ジ，県議会ホ ムペ ジ，県警察ホ ムペ ジ）
(2) メールマガジン「メルマガ・みやぎ」発信事業
(3) 「インターネット放送局」発信事業
(4) 携帯情報サイト「ポケットみやぎ」発信事業
(5) 多文化共生に対応した県ホームページの多言語化の推進
(6) インターネットを活用した県政への県民参画の促進
(7) 地上デジタルテレビ放送等の活用検討（行政情報の提供） 計７事業

２ 行政手続のオンライン化の推進２ 行政手続のオンライン化の推進

(1) 行政サービスの利用者がいつでもどこでも行政手続が可能となるよう，一層の行政手続のオ
ンライン化を進めていきます。

(2) 県民の視点に立った行政サービスを提供するため，「宮城県電子申請システム」の再構築に
合わせ「電子申請オンライン利用促進計画」を策定し，電子申請利用率の向上を図ります。

(1) 電子申請オンライン利用促進計画に基づく電子申請の推進（宮城県電子申請システム）

取 組

(2) 電子入札・電子調達の推進
（宮城県建設工事等電子入札システム，宮城県物品等電子調達システム）

(3) 電子認証基盤の運用（地方公共団体組織認証基盤，公的個人認証基盤）
(4) 公金収納の電子化

（電子決済システムの導入，マルチペイメントネットワーク（MPN）による県税収納，クレジッ

ト収納システムの導入，運用）
(5) 自動車保有関係手続のワンストップサービスシステム（OSS）の整備

(6) 地方税電子申告システムの運用
(7) インターネット公売の実施 計７事業

３ 電子県庁構築のための環境整備

(1) 個人情報保護，情報セキュリティ確保の観点から，職員に対する情報セキュリティ対策向上
の取組を一層推進し，県民が安心して利用できる電子県庁を構築します。

(2) 大規模地震が発生しても，県の重要業務を継続できるよう，全庁的な取組に先駆けて県情報
化担当部門の業務継続計画（ＢＣＰ＝Business Continuity Plan）の検討を行い，業務継続力の
向上を図ります
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向上を図ります。

(1) 情報セキュリティ対策の強化
(2) 職員研修の充実（情報セキュリティ研修の実施）
(3) 情報化担当部門の業務継続計画（ＢＣＰ）の策定 計３事業

取 組
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電子自治体化の推進

４ 業務改革・事務の効率化の推進４ 業務改革・事務の効率化の推進

行政サービスの一層の向上を図るため，ＩＴの効果的な活用による事務の簡素化・効率化を
図り，行政改革を推進します。

(1) 宮城県電子県庁共通基盤システムの運用
(2) 宮城県庶務業務支援システムの運用
(3) ＣＡＬＳ／ＥＣの整備

取 組

(4) 県庁組織の政策力向上に向けた取組の推進 計４事業

５ 情報システムの全体最適化の推進

(1) 県の情報システムの開発・運用に当たっては，効果的かつ効率的なＩＴ投資を行うことによ
り，情報システム関連経費の削減など費用対効果の向上を図ります。

(2) 情報システムの調達に関する職員研修や情報化担当部門による管理・支援体制の整備を行い，
情報 達 適化を ます情報システム調達の最適化を図ります。

(1) 宮城県情報システム最適化計画の推進
(2) 情報システム調達の統括管理
(3) ＩＴアドバイザーの設置（情報システム最適化支援）

(4) 職員研修の実施（情報システム調達研修の実施）【再掲】 計４事業

６ 電子市町村化の促進

取 組

６ 電子市町村化の促進

県民にとって最も身近な自治体である市町村の情報化を促進し，電子市町村化による行政
サービスの更なる向上及び利便性の向上を図ります。

(1) 市町村共同化の推進
(2) ＩＴアドバイザーの設置（電子市町村推進支援）【再掲】

(3) 職員研修の充実（市町村職員への研修機会の提供）【再掲】

取 組

(3) 職員研修の充実（市町村職員 の研修機会の提供）【再掲】
(4) 総合行政ネットワーク（LGWAN）の運用

(5) 住民基本台帳ネットワークシステムの運用 計５事業

７ 行政機関相互の情報通信ネットワークの整備

効率的な自治体業務の遂行と県民の行政サービスの利用度を高めるため，行政機関・公共施
設等を結ぶ情報通信ネットワークの充実を図ります。
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(1) みやぎハイパーウェブの整備・運用
(2) 宮城県学習情報ネットワーク（みやぎSWAN）の整備・運用
(3) 総合行政ネットワーク（ LGWAN ）の運用【再掲】

(4) 住民基本台帳ネットワークシステムの運用【再掲】 計４事業

取 組
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人材育成の強化

１ 情報教育環境の整備

計１９事業－次世代を担うＩＴ人材の創出・育成－

１ 情報教育環境の整備

(1) 高度情報通信ネットワーク社会に対応する人材を育成するため，子どもたちの情報リテラ
シー（情報活用能力）の育成や情報モラル教育の推進を図ります。

(2) 情報教育環境の基盤整備及び教員のＩＴ活用指導力の向上を推進し，ＩＴの活用による子ど
もたちの学力向上を図ります。

(1) みやぎＩCＴ教育推進事業

取 組

(1) みやぎＩCＴ教育推進事業

(2) 教育研修センターの情報教育研修の充実
(3) 宮城県学習情報ネットワーク（みやぎSWAN）の整備・運用【再掲】

(4) 早期工学人材育成事業の実施 計４事業

２ 県民の情報リテラシーの向上

高度情報通信ネットワーク社会に適応した豊かな県民生活を実現するため 関係機関との連高度情報通信ネットワ ク社会に適応した豊かな県民生活を実現するため，関係機関との連
携により，地域の情報化をリードする人材の育成を支援するとともに，県民の継続的な情報リ
テラシー（情報活用能力）の向上を促進します。

(1) みやぎ県民大学（生涯学習講座）の実施
(2) みやぎ障害者ＩＴサポートセンターの運営

(3) ちゃれんじど情報塾の開催
(4) 母子家庭等就業支援講習会の実施
(5) ＩＴ講習等の開催支援 計 事業

取 組

(5) ＩＴ講習等の開催支援 計５事業

３ ＩＴ人材の育成・確保支援

高度情報通信ネットワーク社会に対応する多様な人材を育成・確保するため，産学官の連携
による人材育成のネットワークを構築するとともに，質の高い高度ＩＴ人材の育成・確保に取
り組みますり組みます。

(1) みやぎカーインテリジェント人材育成センターの運営
(2) みやぎ高度電子ものづくり人材育成事業の推進
(3) 派遣ＯＪＴ支援事業の推進【再掲】

(4) 組込みソフトウェア開発研修事業の推進【再掲】
(5) コールセンターサポート事業の推進【再掲】
(6) みやぎ情報産業人材育成特区の活用促進
(7) みやぎ組込み人材養成プ ジ クトの推進

取 組
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(7) みやぎ組込み人材養成プロジェクトの推進
(8) 職業能力開発の実施（IT関連分野）
(9) 障害者職業能力開発の実施（IT関連分野）
(10)ＵＩターン人材の確保（富県宮城ＵＩターンネット）［みやぎＵＩターン］ 計１０事業
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県内全域高度情報通信サービスの実現

１ 地理的情報格差の解消に向けた情報通信基盤の整備促進

計５事業－情報通信基盤の整備促進によるデジタル・ディバイドの解消－

１ 地理的情報格差の解消に向けた情報通信基盤の整備促進

(1) ブロードバンド・ゼロ地域の解消の実現に向けて，民間通信事業者によるサービス提供を促
進することを基本としながら，国・市町村・民間通信事業者との連携の下に県内のブロードバ
ンド環境の整備を促進し，ブロードバンド提供地域の拡大を図ります。

(2) 採算性等の問題により民間通信事業者によるブロードバンド整備や携帯電話のエリア整備が
進まない地域については，国・市町村・民間通信事業者との連携により，地域の実情に即した
情報通信基盤の整備を促進し，サービス提供エリアの拡大を図りながら，利用条件の改善や条
件不利地域における情報格差（デジタル デ バイド）の解消に努めます

(1) ブロードバンド環境の整備促進
(2) 移動通信用鉄塔施設の整備促進
(3) ＣＡＴＶ網の整備促進 計３事業

地 デジ ビ放送 滑 移行 促進

件不利地域における情報格差（デジタル・ディバイド）の解消に努めます。

取 組

２ 地上デジタルテレビ放送への円滑な移行の促進

(1) 地上デジタルテレビ放送完全移行に向けて，新たな難視聴地域が発生することがないよう，
国・市町村・放送事業者と連携し，難視聴地域の発生防止に取り組みます。

(2) 地上デジタルテレビ放送に関する各種情報について，県民への周知・広報活動等を強化し，
デジタル化の円滑な移行を促進します。

取 組

(1) 地上デジタルテレビ放送受信環境の整備促進
(2) 地上デジタルテレビ放送の普及促進 計２事業

取 組
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